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交通政策審議会
陸上交通分科会自動車交通部会

技術安全WGへの意見

一般社団法人日本自動車工業会
安全・環境技術委員会 安全部会

部会長 高橋 信彦
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１．自工会の提言 ～ クルマに対する提言

1. 交通事故調査・分析体制のさらなる強化・充実。

2. 自動車アセスメント等の国際的ハーモナイズ活動
の推進・充実。

3. ASV普及のため、購入補助等のソフト面支援、
および通信インフラ整備。

より安全なクルマの研究・開発、普及のために
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事故調査・分析は、

技術研究・開発への出発点
事故調査

分析

研究
開発

安全装置
市販・普及

行政

保険 医療◆交通事故データの一体化・相互リンク

◆ドライブレコーダー*・EDR**を活用、研究・開発サイドへ展開

*ドライブレコーダー：衝突時の衝撃G等をトリガーに、前後の映像等の走行データを記録する装置

**EDR（Event Data Recorder）：一定の衝撃を受けた際、アクセル等の動作や車両の状況を記録する装置

 交通事故調査・分析体制のさらなる強化・充実

１．自工会の提言 ～ クルマに対する提言
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【例】

予防安全技術（衝突被害軽減ブレーキ等）の
効果評価方法の研究・確立

衝突被害軽減ブレーキ搭載車

自動車アセスメント等の国際ハーモナイズ活動の推進・充実

１．自工会の提言 ～ クルマに対する提言
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t

A
S
V

普
及
台
数

・ 各種優遇策（購入補助、保険料等）
・ ユーザーへの有効性告知

ソフト面支援
通信インフラ整備

*ASV：Advanced Safety Vehicle

ASV

各種支援により各種支援により
普及台数増を実現普及台数増を実現

１．自工会の提言 ～ クルマに対する提言

 ASV*普及のため、購入補助等のソフト面支援、及び通信インフラ整備
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 高齢者の細分化した研究が必要

2.1． 高齢者への安全対策

１．高齢者全体として女性が増加する。

２．個人差が大きい～認知・判断・操作

３．乗員耐性
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女性高齢者の増加

日本自動車会議所・会員研修会 「高齢者の交通安全」溝端光雄氏講演資料より

2.1.1. 高齢者の細分化した研究が必要
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操作
認知
判断

事故分析・実験
等を通して、わ
かってきたこと

必要な支援と
対策技術（例）

安全な状態を維持 危険がせまる 事故直前

出会い頭事故が多い
“居るはずがない”と
思い込んであえて見よ
うとしないことが多い。
一時停止標識や信号
を見落とす。

事故時

視力 体力 耐性

回避行動が取れない
ことが多い
特にハンドルを切るこ
とは少ない。
反応時間が非高齢者
に対して遅れる。
緊急時に十分にブ
レーキを踏めない。

加齢と共に傷害を受
けやすくなる。
傷害の数が一番多い
のは、胸部である。
胸部よりも腹部、頭
部の方が致命的な傷
害を受けやすい。

対向車が眩しい。近
くが眩しくて遠くが見
えない。
視線方向の変化数
が少ない。

注意資源の分散を
防止（適切な道路
案内、不要な情報
の削除等）
不安全状態（ｵｰ
ﾊﾞｰｽﾋﾟｰﾄﾞ等）の告
知
肉体疲労の軽減
（レーンキープ等）

直接視界・間接視界
の向上
夜間視野（自車の灯
火、他車の被視認
性）の向上
各種センサーによる
障害物などの告知

ブレーキアシスト
応答速度の向上（危
険状態を予知し、車
側の反応を準備す
る。）

人体FEM

体への負荷が分散さ
れる拘束装置

2.1.2. 高齢者の細分化した研究が必要 ～ 個人差が大きい

加齢を考えた認知・判断力、の維持
（交通安全ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ＋交通脳トレの実施）

事故調査
実験

課題
適用

認知判断力の低下は個人差が大きい。事故
を起こしやすいタイプがある。

周辺視野の衰え
薄暮での車両認

識が低下する

交差点進入可否
判断が不適切

課題整理マップ
（2011年）

H22 JAMA安全シンポジウム資料より
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2.1.3. 個人差が大きい ～ 認知・判断・操作

 運転のタイプにより違反事故の傾向が偏る。 高齢運転者類型によって、違反・事故が偏る傾向があることがわかった。
 ドライブレコーダやドライブシミュレータにて、高齢者の細分化した特徴などを

検討する必要がある 。

高齢運転者の車両操作量（ﾊﾝﾄﾞﾙ角、ｱｸｾﾙｽﾄﾛｰｸ、ﾌﾞﾚｰｷ踏力）、視覚特性（静止
視力、動体視力、視野範囲）、高次脳機能（重複反応試験等）の特徴に基き、クラスタ
分析・判別分析を実施、類型化した。

出典；平成21 年度 JARI委託研究
「危険性が顕在化する交通状況に
おける高齢者運転特性の研究」

操作

操作

認知
判断

認知
判断
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2.1.4. 乗員耐性

50歳男性 71歳女性

 高齢者の耐性研究が必要

加齢により骨密度が変化
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変位 (mm)

荷
重

 (
kN
)

実験（20-39歳）
FEM（35歳）
実験（70-89歳）
FEM(75歳)

（大腿骨）

資料提供：ホンダ
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2.2. 歩行者の安全対策

 予防安全技術のために歩行者検知技術のためのデータ収集が必要。

ミリ波レーダー

ステレオカメラ

ミクロデータの必要性
＜システム開発への適用＞

カメラやレーダー等歩行者検知技術の性能の
要件および機能への落とし込みに使用。

＜システム低減効果の見積もり方法への応用＞
・精度の良い効果見積もり手法の開発、応用へ。

資料提供：トヨタ
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2.2.1. 歩行者の安全対策 ～ システム開発への適用の事例

Ａ1

Ａ2

Ａ

B

B1

B2

C

C1

C2

s i d e w a l k

s i d e w a l k

s i d e w a l k

Distance of detectable in the situation ：approx30m
TTC（Time to Collision)：approx2.6sec

Pedestrian V = 4 0 k m / h

10m

20m

30m

Ａ1

Ａ2

Ａ

B

B1

B2

C

C1

C2

s i d e w a l k

s i d e w a l k

s i d e w a l k

Distance of detectable in the situation ：approx30m
TTC（Time to Collision)：approx2.6sec

Pedestrian V = 4 0 k m / h

10m

20m

30m

約30deg

車速４０ｋｍの車両が、３０ｍ手前から歩行者検知す
るには、約30degの検知角度が必要

⇒仮の認知性能を決定

（豊田署管内歩行者事故のミクロデータ）

資料提供：トヨタ
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2.2.1. 歩行者の安全対策 ～効果見積もりの応用例

仮に検知範囲を 検知距離３０ｍ 検知角度約30deg と仮定して、豊田署管内の‘０８年の

歩行者事故（ミクロデータ）に適用すると、下図のような整理可能。

⇒警報、介入ブレーキのタイミング、ブレーキの量など制御の仕様による速度低減量の
計算、および、それを利用した事故低減効果の見積もりが可能。

３件
ｶﾒﾗやﾚｰﾀﾞｰによる
歩行者検知技術
による対応は困難

３件
被害軽減
が期待
できる。

２件
事故抑制
が期待
できる。

1.0

2.0

3.0

T
T
C
 (
se
c
)

11◎

16◎

2 6

18

1

◎14

◎3

Left Right

0

◎：Day
●：Night
No.：Accident 
No.

車載認識センサで歩行者を
検知した位置

TTC
(to the pedestrians)

0

1

2

3

4

frequency

0.5 1.51.0 2.0 2.5 3.0
TTC(sec）

Preventable

Unpreventable

Less preventable

検知時刻から衝突瞬間までの時間：Time to Collision（TTC）

資料提供：トヨタ
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2.2.1. 歩行者の安全対策 ～自転車対策について

自転車・歩行者の教育；

（省略） 技術の果たす役割には限界があり、今後は運転者の
免許制とか車両の登録制なども視野に入れて交通安全教育を
徹底するとともに、厳罰化も考慮する必要があると考えられる。

 人、道路、車、三位一体の対応が必要。

道路環境クルマ

人

（日本学術会議 提言；「交通事故ゼロの社会を目指して」より）
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2.3. 予防安全装置の普及について

予防安全の効果評価予測は、事故の状況を再現するシミュレー
ションのために、ミクロデータが必要。

 予防安全装置の普及のためには効果予測が必要。
 予防安全装置の事前評価はミクロ事故データが不可欠。

事故データから得られた事故シナリオ

資料提供：ホンダ

効果予測プロセス
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2.4. 新構造車（小型モビリティ車）への対応

 小型モビリティーと既存モビリティーとの機能分担、および具体的
な活用場面・運用システムの有効性や導入可能性に関する実証
実験を実施されている。

 今後、小型モビリティーに関する法規制度の整備が課題となり、
自工会として安全基準の考え方を提案していく。

 パーソナルモビリティー等のカテゴリー車の評価環境の整備、社会受容
性検討、安全基準の検討が必要。

資料提供：日産
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3.1. 子供の安全対策

 自工会の子供の安全対策に対する取り組み。

1. CRS装着率向上およびミスユースの低減の為のISO-FIX普
及促進と啓発活動の実施（自工会冊子・HP）
現在装着率８０％（生産台数ベース）

2. 幼児バスの安全性研究
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3.1. 子供の安全対策

 CRSは使用率の向上が必要

CRS使用率：57％

（ 2010年NPA＆JAF合同調査）

http://www.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/childdet.htm

ユーザーへのさらなる啓蒙活動が必要

出典；JAFホームページ

20

（社）日本自動車工業会・安全部会20 20(C) Copyright Japan Automobile Manufacturers Association, Inc., All rights reserved.

3.1. 子供の安全対策

http://www.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/childkek.htm

乳児シート

幼児シート

 CRSミスユースの低減が必要。

ミスユース率：63％

（ 2010年NPA＆JAF合同調査）

出典；JAFホームページ
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3.2. 子供の安全対策～自工会活動状況

 自工会ではH21年度よりJARIへの研究委託を継続中。

(1) 事故解析による課題明確化
インターネットを使った幼児用バスの事故事例調査

⇒10年間で幼児の死亡者は0人、921人（99%）が軽傷であった
（前面衝突時の座席との2次衝突による頭顔部受傷が多い）

(2) 園職員・園児保護者へのアンケート調査
・幼児用バスのシートベルト着用に関するアンケート調査
・幼児用バス運転者，添乗員へのヒアリング調査（幼児用バスの利用実態，車内状況等）

⇒ベルト装備は安全性向上につながるため歓迎されているが，一方で「一人で着脱できるか」
を心配する声も多かった

H21 年度実施結果

資料提供：日産
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H22年度の実施項目

(1) 幼児用シートベルトの使用性評価

(2) 子供ダミーを用いた衝突安全性評価
 子供ダミー（３才児，６才児）を用いたスレッド衝撃試験
 ベルトなし，および各種幼児用シートベルトを装着した際の，ダミーの挙

動や傷害値等を計測

 自工会ではH21年度よりJARIへの研究委託を継続中。

3.2. 子供の安全対策～自工会活動状況
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3.2. 運転中の病死 ～ デッドマン装置

デッドマン装置についてはASV検討会の場で東大の井口名誉教授から検討提案があり、
ASV技術開発分科会で検討されている。

電車などではすでにデッドマン装置が使われていますが、自動車の運転に同様の方式
はなじまず、「運転者が正常に運転している」というドライバー監視技術の開発が今後必
要ではないか？という論議になっている。

従って下記の様なコメントをした

運転中の病死に関する支援装置（デッドマン装置）については、パーソナルユースの乗
用車の場合、運転者に代わって、車が高度に制御しなければならず、鉄道などとは状況
が異なります。（鉄道の場合、軌道上を走るため、速度を落としても、軌道を外れること
はないが、自動車は速度を落としても、ステアリングなどを制御しなければ、逆に危険に
なることがある。） 従って、逆に危険が無いかをよく吟味してから、検討する必要があ
ると考えます。

 デッドマン装置については自工会として知見がない。


